
 

 

 

 

 

 

 

平成３０年度普通交付税及び臨時財政対策債発行可能額の決定について 

（市町村分） 

 

 

１１１１    概概概概    要要要要    

・普通交付税額は 3,028 億円（対前年度比▲89 億円、2.8％の減） 

・普通交付税と臨時財政対策債発行可能額の合計は 4,105 億円（対前年度比▲111 億円、

2.6％の減） 

・不交付団体は苅田町のみ（昭和 50 年度以降 44 年連続） 

・全国市町村分の普通交付税は、対前年度比 2.7％の減、普通交付税と臨時財政対策債

発行可能額の合計は 2.5％の減 

 

（単位：百万円、％）

区 分 普 通 臨時財政 A ＋ B 普 通 臨時財政 D ＋ E 増 減 額 増 減 率

交 付 税 対 策 債 交 付 税 対 策 債 C － F G ／ F

A B C D E F G H

政 令 市 92,271 73,006 165,277 96,384 75,457 171,841 ▲ 6,564 ▲ 3.8

市 151,164 26,597 177,761 155,271 26,374 181,646 ▲ 3,885 ▲ 2.1

町 村 59,398 8,035 67,433 60,058 7,986 68,044 ▲ 611 ▲ 0.9

市 町 村計 302,833 107,638 410,471 311,713 109,817 421,530 ▲ 11,059 ▲ 2.6

(注)　端数処理により、数値が合わないことがある。

平 成 30 年 度
平 成 29 年 度

（ 当 初 算 定 ）

 
 

 

【参考】算定に係る主な増減要因 

①  基準財政需要額 

社会保障関係費の自然増、障がい児保育の充実等による社会福祉費の増、元利償

還金の増に伴う公債費の増 

② 基準財政収入額 

納税義務者数の増による市町村民税（所得割）の増、法人税額の増加による市町

村民税（法人税割）の増、福岡都市圏を中心とした地価上昇による固定資産税（土

地）の増 
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２２２２    主な改正点及び特徴主な改正点及び特徴主な改正点及び特徴主な改正点及び特徴    

(1)(1)(1)(1) 障がい障がい障がい障がい児保育に児保育に児保育に児保育に係る係る係る係る算定算定算定算定    

保育所における受入障がい児数の実態調査を踏まえ、障がい児保育に要する経費に

ついて、各市町村の障がい児保育に係る財政需要を的確に反映するため、保育所在籍

児童数及び人口による算定から、各市町村の「実際の受入障がい児数」による算定に

変更。 

【県内市町村分算定額 25 億円（影響額 ＋7億円）】 

    

(2)(2)(2)(2)    市町村合併による行政区域の広域化を反映した算定市町村合併による行政区域の広域化を反映した算定市町村合併による行政区域の広域化を反映した算定市町村合併による行政区域の広域化を反映した算定    

            平成の合併により、市町村の面積が拡大する等市町村の姿が大きく変化したこ
とを踏まえ、平成29年度に引き続き支所の財政需要等を合併団体の一本算定（新
団体で算定した額）に加算。 

      平成 30 年度は、図書館や社会体育施設、旧市町村における保健センター運営等に要

する経費について、人口密度による需要額の割増し等の見直しを実施。 

 

        (3) (3) (3) (3) 地域経済・雇用対策費の廃止地域経済・雇用対策費の廃止地域経済・雇用対策費の廃止地域経済・雇用対策費の廃止    

   地方財政計画の歳出における特別枠「地域経済基盤強化・雇用等対策費」の廃止に

対応し、「地域経済・雇用対策費」による算定を廃止。 

【県内市町村分影響額 ▲13 億円】 

 

 

３３３３    増減率が大きな団体増減率が大きな団体増減率が大きな団体増減率が大きな団体    

        普通交付税と臨時財政対策債発行可能額の合計の前年度に対する増減率が大きな団

体は以下のとおり。 

(1) (1) (1) (1) 増加増加増加増加率の大きな率の大きな率の大きな率の大きな団体団体団体団体とととと主な理由主な理由主な理由主な理由 

鞍 手 町   7.8％  公債費（元利償還金）の増による需要額の増 

宇 美 町   5.8％  社会福祉費（受入障がい児数を用いた算定）の増による 

需要額の増 

筑紫野市   4.4％  社会福祉費（障がい福祉サービス利用者数の増）の増に 

よる需要額の増 

    

(2) (2) (2) (2) 減少減少減少減少率の率の率の率の大きな大きな大きな大きな団体と団体と団体と団体と主な理由主な理由主な理由主な理由 

久 山 町 ▲19.3％  市町村たばこ税の増による収入額の増 

宮 若 市 ▲ 9.4％  固定資産税（償却資産）の増による収入額の増 

大牟田市 ▲ 8.4％  市町村民税（法人税割）の増による収入額の増 
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(単位：百万円、％)

30年度 29年度

増 減 率

30年度 29年度

増 減 率

市町村名

普通交付税＋

臨時財政対策

債発行可能額

普通交付税＋

臨時財政対策

債発行可能額 市町村名

普通交付税＋

臨時財政対策

債発行可能額

普通交付税＋

臨時財政対策

債発行可能額

A B

(A-B)/B

A B

(A-B)/B

北九州市 92,580 92,916 ▲ 0.4 芦 屋 町 2,165 2,137 1.3

福 岡 市 72,697 78,924 ▲ 7.9 水 巻 町 2,558 2,600 ▲ 1.6

大牟田市 11,637 12,704 ▲ 8.4 岡 垣 町 2,742 2,648 3.5

久留米市 23,114 23,549 ▲ 1.8 遠 賀 町 1,604 1,570 2.2

直 方 市 5,556 5,437 2.2 小 竹 町 1,641 1,664 ▲ 1.3

飯 塚 市 15,782 15,874 ▲ 0.6 鞍 手 町 2,326 2,158 7.8

田 川 市 6,818 7,043 ▲ 3.2 桂 川 町 1,803 1,849 ▲ 2.5

柳 川 市 8,385 8,576 ▲ 2.2 筑 前 町 3,783 3,725 1.6

八 女 市 11,540 11,750 ▲ 1.8 東 峰 村 1,176 1,160 1.3

筑 後 市 3,330 3,408 ▲ 2.3 大刀洗町 1,855 1,887 ▲ 1.7

大 川 市 3,626 3,669 ▲ 1.2 大 木 町 1,469 1,468 0.1

行 橋 市 4,678 4,657 0.5 広 川 町 1,557 1,633 ▲ 4.6

豊 前 市 3,042 3,106 ▲ 2.0 香 春 町 1,945 1,992 ▲ 2.3

中 間 市 4,960 5,051 ▲ 1.8 添 田 町 2,615 2,709 ▲ 3.5

小 郡 市 3,670 3,712 ▲ 1.1 糸 田 町 1,993 2,020 ▲ 1.3

筑紫野市 4,357 4,172 4.4 川 崎 町 3,124 3,250 ▲ 3.9

春 日 市 5,048 5,143 ▲ 1.9 大 任 町 1,824 1,818 0.3

大野城市 3,885 3,900 ▲ 0.4 赤    村 1,128 1,148 ▲ 1.7

宗 像 市 7,551 7,473 1.0 福 智 町 5,102 5,255 ▲ 2.9

太宰府市 4,342 4,208 3.2 苅 田 町 0 0 -

古 賀 市 3,358 3,411 ▲ 1.6 みやこ町 4,028 4,120 ▲ 2.2

福 津 市 5,315 5,484 ▲ 3.1 吉 富 町 1,129 1,126 0.3

うきは市 5,155 5,306 ▲ 2.9 上 毛 町 2,181 2,158 1.1

宮 若 市 3,160 3,489 ▲ 9.4 築 上 町 3,573 3,710 ▲ 3.7

嘉 麻 市 8,799 9,089 ▲ 3.2

朝 倉 市 6,575 6,899 ▲ 4.7

みやま市 5,730 5,913 ▲ 3.1

糸 島 市 8,348 8,624 ▲ 3.2

那珂川町 2,210 2,192 0.8

宇 美 町 2,755 2,604 5.8

篠 栗 町 2,302 2,277 1.1 大都市計 165,277 171,841 ▲ 3.8

志 免 町 2,234 2,305 ▲ 3.1 26 市 計 177,761 181,646 ▲ 2.1

須 恵 町 1,967 2,054 ▲ 4.2 32町村計 67,433 68,044 ▲ 0.9

新 宮 町 890 939 ▲ 5.2 58市町村計 245,193 249,689 ▲ 1.8

久 山 町 374 463 ▲ 19.3 60市町村計 410,471 421,530 ▲ 2.6

粕 屋 町 1,377 1,404 ▲ 1.9

※ 端数処理により計が合わないことがある。

平成30年度普通交付税決定額及び臨時財政対策債発行可能額一覧表
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(単位：百万円、％)

30年度 29年度

増 減 率

30年度 29年度

増 減 率

市町村名

普通交付税 普通交付税

市町村名

普通交付税 普通交付税

決定額　 A 決定額　 B

(A-B)/B

決定額　 A 決定額　 B

(A-B)/B

北九州市 59,211 59,492 ▲ 0.5 芦 屋 町 1,981 1,951 1.6

福 岡 市 33,060 36,892 ▲ 10.4 水 巻 町 2,214 2,241 ▲ 1.2

大牟田市 10,177 11,122 ▲ 8.5 岡 垣 町 2,349 2,270 3.5

久留米市 18,132 18,852 ▲ 3.8 遠 賀 町 1,333 1,306 2.1

直 方 市 4,724 4,635 1.9 小 竹 町 1,524 1,548 ▲ 1.5

飯 塚 市 13,998 14,093 ▲ 0.7 鞍 手 町 2,065 1,919 7.6

田 川 市 6,164 6,368 ▲ 3.2 桂 川 町 1,645 1,688 ▲ 2.5

柳 川 市 7,562 7,739 ▲ 2.3 筑 前 町 3,388 3,340 1.4

八 女 市 10,609 10,804 ▲ 1.8 東 峰 村 1,125 1,110 1.3

筑 後 市 2,681 2,765 ▲ 3.0 大刀洗町 1,663 1,695 ▲ 1.9

大 川 市 3,139 3,179 ▲ 1.3 大 木 町 1,279 1,272 0.6

行 橋 市 3,766 3,756 0.3 広 川 町 1,285 1,359 ▲ 5.5

豊 前 市 2,659 2,719 ▲ 2.2 香 春 町 1,802 1,846 ▲ 2.4

中 間 市 4,470 4,552 ▲ 1.8 添 田 町 2,475 2,564 ▲ 3.5

小 郡 市 2,907 2,966 ▲ 2.0 糸 田 町 1,883 1,905 ▲ 1.2

筑紫野市 3,034 2,926 3.7 川 崎 町 2,912 3,030 ▲ 3.9

春 日 市 3,677 3,769 ▲ 2.4 大 任 町 1,731 1,723 0.5

大野城市 2,541 2,588 ▲ 1.8 赤    村 1,075 1,094 ▲ 1.7

宗 像 市 6,352 6,322 0.5 福 智 町 4,811 4,954 ▲ 2.9

太宰府市 3,393 3,261 4.0 苅 田 町 0 0 0.0

古 賀 市 2,588 2,680 ▲ 3.4 みやこ町 3,713 3,792 ▲ 2.1

福 津 市 4,581 4,734 ▲ 3.2 吉 富 町 1,027 1,024 0.3

うきは市 4,746 4,889 ▲ 2.9 上 毛 町 2,043 2,023 1.0

宮 若 市 2,735 3,023 ▲ 9.5 築 上 町 3,313 3,443 ▲ 3.8

嘉 麻 市 8,283 8,552 ▲ 3.1

朝 倉 市 5,749 6,022 ▲ 4.5

みやま市 5,253 5,419 ▲ 3.1

糸 島 市 7,245 7,536 ▲ 3.9

那珂川町 1,657 1,676 ▲ 1.2

宇 美 町 2,306 2,202 4.7

篠 栗 町 1,958 1,951 0.3 大都市計 92,271 96,384 ▲ 4.3

志 免 町 1,627 1,689 ▲ 3.7 26 市 計 151,164 155,271 ▲ 2.6

須 恵 町 1,647 1,737 ▲ 5.2 32町村計 59,398 60,058 ▲ 1.1

新 宮 町 496 533 ▲ 6.9 58市町村計 210,562 215,329 ▲ 2.2

久 山 町 238 307 ▲ 22.5 60市町村計 302,833 311,713 ▲ 2.8

粕 屋 町 832 865 ▲ 3.8

※ 端数処理により計が合わないことがある。

平成30年度普通交付税決定額一覧表

-4--4-



                                                                      参考資料  

地 方 交 付 税 制 度 の 概地 方 交 付 税 制 度 の 概地 方 交 付 税 制 度 の 概地 方 交 付 税 制 度 の 概 要要要要 
 
 
１１１１    地方交付税制度の目的地方交付税制度の目的地方交付税制度の目的地方交付税制度の目的  
  ○財政調整財政調整財政調整財政調整→税源の偏在による地方団体間の財政力格差を是正。  
  ○財源保障財源保障財源保障財源保障→全地方団体が合理的かつ妥当な水準の行政を行えるよう所要財源を確保。  
 
２２２２    地方交付税の総額（平成地方交付税の総額（平成地方交付税の総額（平成地方交付税の総額（平成30303030年度）年度）年度）年度）  

一般会計からの加算等により出口ベースの総額を確保（前年度当初比で2.0％減）。  
臨時財政対策債は前年度比で1.5％減。 

       
地方法人税      6,533億円 

特会借入金償還 ▲4,000億円 
特会借入金利払  ▲804億円 

特別会計剰余金     750億円 
機構準備金の活用 4,000億円 

 

 

国税４税に係  
る地方交付税  

 
交付税特会の  
入口ベース  

 交付税特会の  
出口ベース  

  

一般会計の 

加算 
7,022億円 

 

 14兆6,583億円  
 （前年度当初比 
   で3.7％増）  

 15兆3,606億円 
 （前年度当初比 
   で0.5％減） 

  16兆 85億円  
 （前年度当初比 
   で2.0％減）  計   6,479億円   

 
  〔参考〕法定４税の額  
    所得税及び法人税の33.1％＋酒税の50％＋消費税の22.3％ 
     

  以上は通常収支分に係るものであり、このほか東日本大震災分に係るものとして、別途、
震災復興特別交付税を確保。  

 
３３３３    地方交付税の性格地方交付税の性格地方交付税の性格地方交付税の性格  
  ○地方団体の共有独立財源地方団体の共有独立財源地方団体の共有独立財源地方団体の共有独立財源→自治体の財政調整と財源保障のため、国が一括徴収する間接徴収形態の地方税。 
  ○使途に制限のない一般財源使途に制限のない一般財源使途に制限のない一般財源使途に制限のない一般財源→国が交付税の使途を制限したり、条件を付けたりすることは法律で禁止。 
  ○国と地方の税源配分を補完国と地方の税源配分を補完国と地方の税源配分を補完国と地方の税源配分を補完→国と地方の歳入・歳出ギャップ（歳入は国：地方=3：2で歳出は逆）を補完。 
 
４４４４    地方交付税の種類地方交付税の種類地方交付税の種類地方交付税の種類  
  ○普通交付税→地方交付税総額の94％  
 ○特別交付税→       〃        6％  
 
５５５５    普通交付税の額の決定普通交付税の額の決定普通交付税の額の決定普通交付税の額の決定  
 ①交付額 

 交付額  ＝  
基準財政需要額 

（標準的な財政需要）
 －  

基準財政収入額 

（標準的な財政収入） 
 ＝  財源不足額（交付基準額）  

 ②基準財政需要額  
    各地方団体が自然的・社会的条件に対応して合理的かつ妥当な水準の行政を行うのに必要な一般財源各地方団体が自然的・社会的条件に対応して合理的かつ妥当な水準の行政を行うのに必要な一般財源各地方団体が自然的・社会的条件に対応して合理的かつ妥当な水準の行政を行うのに必要な一般財源各地方団体が自然的・社会的条件に対応して合理的かつ妥当な水準の行政を行うのに必要な一般財源 
 

  基準財政需要額   ＝   単位費用   ×  測定単位の数値   ×  補正係数   
 
    単位費用→測定単位１単位当たりの一般財源の所要額  
    測定単位の数値→行政項目ごとに量を測定する数値（例 国調人口、児童数(学校基本調査)等) 
    補正係数→団体ごとの自然条件や社会条件の違いによる財政需要の差を反映する係数  
               例 段階補正～地方団体の人口が増加するに従い、行政経費も増加するが、人口が２  
                               倍になっても、人口１人当たりの経費が割安となり、行政経費が必ず  
                               しも２倍を上回るとは限らないため、その経費の差を反映させる補正  
                （スケールメリットの反映） 
                    態容補正～行政の権能差（保健所設置市等）等を反映させる補正 
 ③基準財政収入額  
    各地方団体の財政力を合理的に測定するために、標準的な各地方団体の財政力を合理的に測定するために、標準的な各地方団体の財政力を合理的に測定するために、標準的な各地方団体の財政力を合理的に測定するために、標準的な税収入の一定割合により算定された額税収入の一定割合により算定された額税収入の一定割合により算定された額税収入の一定割合により算定された額 

 基準財政収入額  ＝  標準的な地方税収入  × ７５／１００  ＋  地方譲与税等  

 
６６６６    地方交付税の交付地方交付税の交付地方交付税の交付地方交付税の交付  
  ○普通交付税→当該年度分を４月、６月、９月、11月の年４回に分けて交付。  
 ○特別交付税→当該年度分を12月と（翌年の）３月の年２回に分けて交付。ただし、地方団

体の財政運営に著しい影響を及ぼすおそれのある大規模災害等の発生時に
おいて、12月と３月の定例の決定・交付とは別に、その都度、特別交付税の
額を決定・交付することができる特例を平成23年度から新設。  
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平成３０平成３０平成３０平成３０年度年度年度年度    臨時財政対策債発行可能額について臨時財政対策債発行可能額について臨時財政対策債発行可能額について臨時財政対策債発行可能額について    

 

１１１１    臨時財政対策債発行可能額の内訳臨時財政対策債発行可能額の内訳臨時財政対策債発行可能額の内訳臨時財政対策債発行可能額の内訳    

（単位：百万円、％）

平成３０年度 平成２９年度 伸率

73,006 75,457 ▲ 3.2

26,597 26,374 0.8

8,035 7,986 0.6

107,638 109,817 ▲ 2.0

(注）端数処理により、計が合わないことがある。

区分

大都市

都　市

町　村

計

    

    

２２２２    臨時財政対策債の概要臨時財政対策債の概要臨時財政対策債の概要臨時財政対策債の概要    

平成３０年度において、地方財源の不足に対処するため、地方財政法第５条の特例と

して発行される地方債（平成１３年度から平成３１年度までの間においても同様に発行）。 

なお、その元利償還金については、翌年度以降の基準財政需要額に全額算入する。 

 

臨 時 財 政

対 策 債

収 入 需 要 収 入 需 要

交 付 税 額

本来の

交付税額

一定分を地方債化

 

 

３３３３    臨時財政対策債発行可能額の算出方法臨時財政対策債発行可能額の算出方法臨時財政対策債発行可能額の算出方法臨時財政対策債発行可能額の算出方法    

  財政力の弱い地方公共団体に配慮し、財源調整機能を強化する観点から、平成２３年

度から段階的に「人口基礎方式」を廃止し、平成２５年度に「財源不足額基礎方式」へ

完全に移行した。 

 

① 人口基礎方式 

全ての地方公共団体を対象とし、各団体の人口を基礎として算出 

② 財源不足額基礎方式 

人口基礎方式による臨時財政対策債発行可能額を振り替えたときに、財源不足額が

生じている計算となる地方公共団体を対象とし、当該不足額を基礎として算出（財政

力に応じて逓増） 

 

-6--6-



◆　地方交付税等総額（当初）の推移（H12～H30）

Ｈ１２
Ｈ１２Ｈ１２
Ｈ１２ Ｈ１３

Ｈ１３Ｈ１３
Ｈ１３ Ｈ１４

Ｈ１４Ｈ１４
Ｈ１４ Ｈ１５

Ｈ１５Ｈ１５
Ｈ１５ Ｈ１６

Ｈ１６Ｈ１６
Ｈ１６ Ｈ１７

Ｈ１７Ｈ１７
Ｈ１７ Ｈ１８

Ｈ１８Ｈ１８
Ｈ１８ Ｈ１９

Ｈ１９Ｈ１９
Ｈ１９ Ｈ２０

Ｈ２０Ｈ２０
Ｈ２０ Ｈ２１

Ｈ２１Ｈ２１
Ｈ２１ Ｈ２２

Ｈ２２Ｈ２２
Ｈ２２ Ｈ２３

Ｈ２３Ｈ２３
Ｈ２３ Ｈ２４

Ｈ２４Ｈ２４
Ｈ２４ Ｈ２５

Ｈ２５Ｈ２５
Ｈ２５ Ｈ２６

Ｈ２６Ｈ２６
Ｈ２６ Ｈ２７

Ｈ２７Ｈ２７
Ｈ２７ Ｈ２８

Ｈ２８Ｈ２８
Ｈ２８ Ｈ２９

Ｈ２９Ｈ２９
Ｈ２９ Ｈ３０

Ｈ３０Ｈ３０
Ｈ３０

（２１．４兆円）
（２１．４兆円）（２１．４兆円）
（２１．４兆円） （２０．３兆円）

（２０．３兆円）（２０．３兆円）
（２０．３兆円） （１９．５兆円）

（１９．５兆円）（１９．５兆円）
（１９．５兆円） （１８．１兆円）

（１８．１兆円）（１８．１兆円）
（１８．１兆円） （１６．９兆円）

（１６．９兆円）（１６．９兆円）
（１６．９兆円） （１６．９兆円）

（１６．９兆円）（１６．９兆円）
（１６．９兆円） （１５．９兆円）

（１５．９兆円）（１５．９兆円）
（１５．９兆円） （１５．２兆円）

（１５．２兆円）（１５．２兆円）
（１５．２兆円） （１５．４兆円）

（１５．４兆円）（１５．４兆円）
（１５．４兆円） （１５．８兆円）

（１５．８兆円）（１５．８兆円）
（１５．８兆円） （１６．９兆円）

（１６．９兆円）（１６．９兆円）
（１６．９兆円） （１７．４兆円）

（１７．４兆円）（１７．４兆円）
（１７．４兆円） （１７．５兆円）

（１７．５兆円）（１７．５兆円）
（１７．５兆円） （１７．１兆円）

（１７．１兆円）（１７．１兆円）
（１７．１兆円） （１６．９兆円）

（１６．９兆円）（１６．９兆円）
（１６．９兆円） （１６．８兆円）

（１６．８兆円）（１６．８兆円）
（１６．８兆円） （１６．７兆円）

（１６．７兆円）（１６．７兆円）
（１６．７兆円） （１６．３兆円）

（１６．３兆円）（１６．３兆円）
（１６．３兆円） （１６．０兆円）

（１６．０兆円）（１６．０兆円）
（１６．０兆円）

＜＋２．６％＞
＜＋２．６％＞＜＋２．６％＞
＜＋２．６％＞ ＜△５．０％＞

＜△５．０％＞＜△５．０％＞
＜△５．０％＞ ＜△４．０％＞

＜△４．０％＞＜△４．０％＞
＜△４．０％＞ ＜△７．５％＞

＜△７．５％＞＜△７．５％＞
＜△７．５％＞ ＜△６．５％＞

＜△６．５％＞＜△６．５％＞
＜△６．５％＞ ＜＋０．１％＞

＜＋０．１％＞＜＋０．１％＞
＜＋０．１％＞ ＜△５．９％＞

＜△５．９％＞＜△５．９％＞
＜△５．９％＞ ＜△４．４％＞

＜△４．４％＞＜△４．４％＞
＜△４．４％＞ ＜＋１．３％＞

＜＋１．３％＞＜＋１．３％＞
＜＋１．３％＞ ＜＋２．７％＞

＜＋２．７％＞＜＋２．７％＞
＜＋２．７％＞ ＜＋６．８％＞

＜＋６．８％＞＜＋６．８％＞
＜＋６．８％＞ ＜＋２．８％＞

＜＋２．８％＞＜＋２．８％＞
＜＋２．８％＞ ＜＋０．５％＞

＜＋０．５％＞＜＋０．５％＞
＜＋０．５％＞ <△２．２％>

<△２．２％><△２．２％>
<△２．２％> <△１．０％>

<△１．０％><△１．０％>
<△１．０％> <△０．８％>

<△０．８％><△０．８％>
<△０．８％> <△０．３％>

<△０．３％><△０．３％>
<△０．３％> <△２．２％>

<△２．２％><△２．２％>
<△２．２％> <△２．０％>

<△２．０％><△２．０％>
<△２．０％>

　※　<　>書きは対前年伸率

　

 

 

（２１．８兆円）
（２１．８兆円）（２１．８兆円）
（２１．８兆円） （２２．８兆円）

（２２．８兆円）（２２．８兆円）
（２２．８兆円） （２３．９兆円）

（２３．９兆円）（２３．９兆円）
（２３．９兆円） （２１．１兆円）

（２１．１兆円）（２１．１兆円）
（２１．１兆円） （２０．１兆円）

（２０．１兆円）（２０．１兆円）
（２０．１兆円） （１８．８兆円）

（１８．８兆円）（１８．８兆円）
（１８．８兆円） （１７．８兆円）

（１７．８兆円）（１７．８兆円）
（１７．８兆円） （１８．２兆円）

（１８．２兆円）（１８．２兆円）
（１８．２兆円） （２１．０兆円）

（２１．０兆円）（２１．０兆円）
（２１．０兆円） （２４．６兆円）

（２４．６兆円）（２４．６兆円）
（２４．６兆円） （２３．５兆円）

（２３．５兆円）（２３．５兆円）
（２３．５兆円） （２３．６兆円）

（２３．６兆円）（２３．６兆円）
（２３．６兆円） （２３．３兆円）

（２３．３兆円）（２３．３兆円）
（２３．３兆円） （２２．５兆円）

（２２．５兆円）（２２．５兆円）
（２２．５兆円） （２１．３兆円）

（２１．３兆円）（２１．３兆円）
（２１．３兆円） （２０．５兆円）

（２０．５兆円）（２０．５兆円）
（２０．５兆円） （２０．４兆円）

（２０．４兆円）（２０．４兆円）
（２０．４兆円） （２０．０兆円）

（２０．０兆円）（２０．０兆円）
（２０．０兆円）

<＋１．８％> <＋４．５％> <＋５．１％> <△１２．０％> <△４．５％> <△６．５％> <△５．２％> <＋２．３％> <＋１５．０％> <＋１７．３％> <△４．３％> <＋０．２％> <△１．３％> <△３．４％> <△５．３％> <△３．７％> <△０．６％> <△１．９％>

　　※表示未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない箇所がある。

　　※平成２４年度以降は通常収支分。

2.4兆円

その他0.5兆円

国税５税分

9.5兆円

（1/2）5.4兆円

7.7兆円

一般会計特例加

算

（1/2）3.8兆円

別枠加算

1.3兆円

（1/2）3.8兆円

2.3兆円

6.2兆円

国税５税分

14.5兆円

2.8兆円

一般会計

特例加算

（1/2）5.4兆円

別枠加算

1.0兆円

覚書加算0.5兆円

国税５税分

11.8兆円

（1/2）2.8兆円

一般会計特例加

算

（1/2）3.8兆円

別枠加算

1.1兆円

機構準備金の活用0.35兆円

その他

1.8兆円

国税５税分

10.5兆円

2.8兆円

一般会計

特例加算等

（1/2）2.8兆円

「1兆円」の加算

1.0兆円

その他0.4兆円

その他0.9兆円

2.3兆円

6.1兆円

（1/2）0.7兆円

2.2兆円

2.9兆円

2.6兆円

5.1兆円

2.3兆円

2.6兆円

（1/2）3.8兆円

国税５税分

10.8兆円

その他

1.0兆円

その他

1.8兆円

一般会計特例加

算

（1/2）0.7兆円

その他

2.7兆円

国税５税分

12.5兆円

国税５税分

10.6兆円

その他

1.6兆円

国税５税分

14.6兆円

その他0.6兆円

一般会計

特例加算

（1/2）2.2兆円

1.1兆円

国税５税分

11.1兆円

（1/2）3.9兆円

その他

2.8兆円

国税５税分

12.0兆円

3.2兆円

国税５税分

10.6兆円

その他

1.7兆円

4.2兆円

一般会計

特例加算

（1/2）3.9兆円

（1/2）3.6兆円

2.6兆円

一般会計特例加

算

（1/2）3.6兆円

別枠加算

1.0兆円

（1/2）2.2兆円

国税５税分

13.3兆円

特会借入

（地方負担分）

（1/4）1.4兆円

特会借入（国負担

分）

（1/4）1.4兆円

一般会計

特例加算

（1/4）1.4兆円

特会借入（地方負担

分）（1/8）1.0兆円

特会借入（国負担

分）

（1/8）1.0兆円

一般会計

特例加算

（3/8）3.1兆円

国税５税分

13.8兆円

その他

1.7兆円

その他

2.2兆円

一般会計

特例加算

（1/2）5.5兆円

その他

1.9兆円

5.9兆円

臨時財政対策債

（1/4）1.4兆円

（3/8）3.1兆円

3.2兆円

（1/2）5.5兆円

5.6兆円

一般会計特例加

算

（1/2）2.6兆円

別枠加算0.6兆円

その他

1.7兆円

特会借入

（地方負担分）

（1/2）3.2兆円

特会借入

（国負担分）

（1/2）3.2兆円

国税５税分

12.6兆円

6.2兆円

機構準備金の活用0.65兆円

3.8兆円

（1/2）0.3兆円

機構準備金の活用0.2兆円

国税5税分

11.9兆円

（1/2）2.6兆円

3.0兆円

国税4税分

14.8兆円

（1/2）0.7兆円

3.4兆円

4.0兆円

機構準備金の活用0.3兆円

3.1兆円

国税4税分

15.0兆円

その他

1.0兆円

国税4税分

13.8兆円

（1/2）1.5兆円

地方交付税と臨時財政

対策債の合算額

（1/2）0.7兆円

機構準備金の活用0.4兆円

その他0.5兆円

（1/2）0.3兆円

3.5兆円

4.5兆円

一般会計特例加

算

（1/2）1.5兆円

別枠加算0.2兆円

その他

1.3兆円

4.0兆円

（1/2）0.2兆円

機構準備金の活用0.4兆円

その他0.1兆円

（1/2）0.2兆円

国税4税分

15.3兆円

3.8兆円

臨

時

財

政

対

策

債

地

方

交

付

税

総

額

0.1兆

0.3兆

0.3兆円

平成13年度の地方財政対策において、交付税特別会計の借入金残高が急増し

ている状況を踏まえて、平成13～15年度の３年間、通常収支の財源不足額のうち

財源対策債等を除いた額を国と地方で折半し、国負担分は一般会計からの加算

（臨時財政対策分）、地方負担分は特例地方債（臨時財政対策債）により補塡する

という新ルールが導入された。

この補塡措置は、平成16年度以降の地方財政対策においても同様のルールによ

り行うこととされ、平成31年度までの間実施される。
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